（様式第20号）
番　　　　　号
年　　月　　日
　 eq \o\ad(環境大臣,　　　　　)　　　　　　　　　殿
市町村長等　　　　　　㊞

平成　　年度東日本大震災に係る災害等廃棄物処理事業状況報告書
	ａ国庫補助対象事業名
	ｂ事業費

	市町村（組合）名
	施　設　名
	規　　模
	国庫補助基本額 (ｲ)
	補  助  率 (ﾛ)
	国庫補助金 (ﾊ)
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	／
	円

	ｃ　 eq \o\ad(事業着工,　　　　　　)
	ｄ
	ｅ　補助金受入調書
	ｆ　補助金繰越予定額

	    年   月   日
	交付決定額
	 eq \o\ad(受入済額,　　　　　)
	受入予定額
	計
	（ｄ－ｅ）

	平成  年  月  日
	円
	円
	円
	円
	円

	ｇ　３月31日までに事業費支払確定の算出根拠
	h 事業繰越
  予 定 額
  b(ｲ)－g(ﾊ)
	事業竣工予定年月日

	(ｲ) 事業費支払義務確定額
	(ﾛ)事業費支払予定額
	3月31日迄に
事業費支払確 eq \o\ad(定予定額,　　　　　　)
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	竣工 ・ ・
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	着工 ・ ・

	円
	円
	円
	円
	円
	円
	越
	竣工 ・ ・

	ｉ　事業費支払確定予定額及び事業繰越予定額内訳

	 eq \o\ad(国庫補助対象事業内訳,　　　　　　　　　　　　　)
	事業費支払
	事業費翌年度
	摘　　　　　要

	工　種　別
	工　事　別
	金　　　額
	確定予定額
	 eq \o\ad(繰越予定額,　　　　　　)
	

	
	
	円
	円
	円
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	合　　　　　計
	
	g(ﾊ)と同額
	hと同額
	

	
	
	  とする。
	  とする。
	


	繰越理由その他
参　考　事　項
	


（注）１．補助金受入調書中受入予定額とは、３月31日まで事業費支払確定額に相当する補助額より受入済額を控除した残額をいう。
２．事業費支払義務確定額（イ）とは、補助対象事業がすでに完成された分（法律上の給付行為）に対する事業費の支払額及び支払義務額（現在までの支払義務確定額）をいう。
３．事業費支払予定額（ロ）とは、補助対象事業の未完成部分について３月３１日までに完成の見込みがある事業に要する費用をいう。
４．事業費支払確定予定額とは、（イ）欄及び（ロ）欄の合計額をいう。
５．事業費翌年度繰越予定額とは、補助基本額より３月31日までの事業費支払確定予定額を控除した額をいう。
６．事業費支払確定予定額及び事業繰越予定額内訳の様式その他の記載事項については、補助申請書の事業費明細書に準ずること。

（様式第21号）
東日本大震災に係る災害等廃棄物処理事業費国庫補助金調書
平成　　年度
環　 境　 省　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（地方公共団体）
	国
	地　　方　　公　　共　　団　　体

	
	交付決
定の額
	補助率
	歳　　　　　　　入
	歳　　　　　　　　　　　　　　　　　出

	歳出予
算科目
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	科目
	予算現額
	収入済額
	科目
	予算現額
	うち国庫補助金相当額
	支出済額
	うち国庫補助金相当額
	翌年度繰越額
	うち国庫補助金相当額
	備　考
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	円
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


１　「国」の「歳出予算科目」は、項及び目を記載すること。ただし、各省各庁の長が補助金等を補助要綱、若しくは補助条件等によって補助事業等に要する経費の配分の変化について禁止し、又は各省各庁の長の承認を要するものと規定している場合においては、他に流用することについて禁止し、又は承認を要するものとして配分された経費に対する補助金等の区分名を特掲し、その他に経費に対する補助金等の額については一括して「その他」の区分名を用いて記載すること。
２　「地方公共団体」の「科目」は、歳入にあっては款、目、節を、歳出にあっては款、項、目をそれぞれに記載すること。なお、歳出にあっては前記１ただし書により国の歳出予算科目欄において補助事業等に要する経費の配分に応じて補助金等の額の区分名を記載する場合において、これに対応する経費の配分が目の内訳によるときは、当該経費の配分を目の内訳として記載すること。
３　「予算現額」は、歳入にあっては当初予算額、補正予算額等の区分を、歳出にあっては当初予算額、補正予算額、予備支出額、流用増額等の区分を明らかにして記載すること。
４　「備考」は、参考となるべき事項を適宜記載すること。
５　補助事業等の地方公共団体の歳出予算額の繰越が行われた場合における翌年度に行われる当該補助事業等に係る補助金等についての調書の作成は本表に準ずること。この場合において地方公共団体の歳入の「科目」に「前年度繰越金」を掲げる場合には、その「予算現額」及び「収入済額」の数字の下欄に国庫補助金額を内書（　　）をもって記載すること。

